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電波監理審議会（第９４４回）議事要旨 
 

１ 日 時 

  平成２１年７月８日（水）１５：００～ 

 
２ 場 所 

  総務省会議室（１０階１００２会議室） 

 

３ 出席者（敬称略） 

(1) 電波監理審議会委員 

濱田 純一（会長）、原島 博（会長代理）、小舘 香椎子、松崎 陽子、山田 攝子 

(2) 電波監理審議会審理官 

森下 浩行 

(3) 幹事 

石田 修司（総合通信基盤局総務課課長補佐） 

(4) 総務省 

桜井総合通信基盤局長、吉田電波部長、山川情報流通行政局長、久保田官房審議官他 

 

４ 議 事 模 様 

(1) 電波法施行規則、無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の

各一部を改正する省令案について          （２１．５．１３諮問第２１号） 

船舶共通通信システムの普及促進に伴う標記省令案について、意見の聴取の手続を主宰し

た審理官から提出された意見書（参照：第４６０回電波監理審議会意見の聴取意見書）及び

調書に基づき審議した結果、適当であると認め、答申した。 

 

(2) 無線局運用規則及び無線設備規則の各一部を改正する省令案について   （諮問第２７号） 

本件は、諮問第２８号と関連する事案であったため、諮問第２８号と一括して総務省の説

明があった。 

 

(3) 周波数割当計画の一部変更案について                 （諮問第２８号） 

本件は、諮問第２７号と関連する事案であったため、諮問第２７号と一括して総務省から

次のとおり説明があった。 
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なお、諮問第２７号については、電波法第９９条の１２第１項により意見の聴取が義務付

けられており、また、諮問第２８号については、諮問第２７号と一括して意見の聴取を行う

ことが適当であると認められたため、一括して意見の聴取を行うこととし、その意見の聴取

の手続を主宰する審理官として森下浩行を指名した。 

 ○ 総務省の説明 

本件は、Ｋｕ帯ＶＳＡＴシステムの高度化に関するものであるが、本システムは平成元年の

制度化以降、主に地方公共団体等の防災対策のために用いられている。しかし、今後は、一般

家庭で用いられる可能性もあり、特に、デジタル・ディバイド解消戦略において、２０１０年

度末までにブロードバンド・ゼロ地域を解消するという目標を達成するために、非常に大きな

役割を果たすことが期待されている。 

そのため本件改正では、ＶＳＡＴ地球局の受信周波数を拡張することとする。ただし、拡張

部分の周波数帯は、電気事業者等の固定局が使用している周波数帯であることから、干渉を受

けることとなるＶＳＡＴ地球局においては、混信回避のため、受信周波数を制御する地球局が

受信周波数を適宜選択して変更することができる機能を持つこと及び当該機能により受信周

波数を適切に選択することとするものである。 

また、現在は周波数変調と位相変調の２つの変調方式のみとなっているところ、幅広く多様

な変調方式を選択することを可能とし、また、伝送信号重畳キャンセル技術を導入するための

改正を行うものである。 

周波数割当計画の変更については、現行の受信周波数に、１２.２ＧＨｚから１２.４４ＧＨ

ｚまでを加えることにより、その周波数帯に既に割り当てられている公共業務用固定局との優

先関係の整理を行うため、ＶＳＡＴ地球局は、この周波数帯で運用される固定業務の局からの

有害な混信に対して、保護を要求してはならない旨の規定を追加するものである。 

 

(4) 無線設備規則及び特定無線設備の技術基準適合証明等に関する規則の各一部を改正する省令

案について                              （諮問第２９号） 

２．５ＧＨｚ帯を使用する広帯域移動無線アクセスシステム用小電力レピータの導入に伴う

制度整備について、次のとおり総務省から説明及び質疑応答があった。 

なお、本件については、電波法第９９条の１２第１項により意見の聴取が義務付けられて

おり、意見の聴取の手続を主宰する審理官として森下浩行を指名した。 

 ア 総務省の説明 

本件は、２．５ＧＨｚ帯を使用する広帯域移動無線アクセス（ＢＷＡ）システムの小電力レ

ピータを導入するため、関係規定を整備するものである。 

ＢＷＡシステムは、主にノートＰＣ等の情報端末によるデータ通信の利用を想定して導入さ
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れたものであり、屋外だけではなく、屋内での使用も想定されている。地下街等の店舗の施設

内、家屋内、鉄道やバスの車両内等で使用する場合に、通信速度の低下等の問題があることか

ら、携帯電話及びＰＨＳと同様にＢＷＡシステム用小電力レピータについて、情報通信審議会

において審議が行われ、本年６月２３日にその技術的条件について答申を受けたところである。 

本件改正では、ＢＷＡシステムにおいてサービスを提供しているＵＱコミュニケーションズ

株式会社が提供するモバイルＷｉＭＡＸ及び株式会社ウィルコムが提供する次世代ＰＨＳの

２種類のシステムがあるが、それぞれのシステムの規定に小電力レピータに係る技術的条件を

追加することとし、簡易な免許手続が可能となる特定無線設備として小電力レピータを追加す

るため関係規定を整備するものである。 

 イ 主な質疑応答 

  ・ モバイルＷｉＭＡＸと次世代ＰＨＳの空中線利得が２ｄＢ違う理由は何か、との質問に対

し、２つの方式の特徴を踏まえた結果である、との回答があった。 

 

(5) 平成２０年度電波の有効利用調査の評価について            （諮問第３０号） 

平成２０年度に実施した７７０ＭＨｚ以下の周波数帯の電波の利用状況調査に基づく電

波の有効利用の程度の評価について、総務省から次のとおり説明があり、審議の結果、適当

である旨答申した。 

 ○ 総務省の説明 

電波の利用状況調査とは、電波法の規定に基づき、３,０００ＧＨｚ以下の周波数を３年周

期で、３つのブロックに分けて行っているものであるが、平成２０年度は７７０ＭＨｚ以下の

周波数帯を対象に調査を行ったものであり、本件はその調査結果を評価するものである。 

平成２０年度の調査結果としては、全体の無線局数は３３６.８万局、免許人数は１６４.

３万人となっており、これらの無線局に係る免許人数、無線局の状況等の調査に加え、主要な

免許人に対して利用実態、今後の動向等の調査を行ったものである。 

７７０ＭＨｚ以下の周波数帯全体では、同じ周波数帯の調査を行った平成１７年度の結果と

比して、無線局数は、アマチュア局が多く減少しているが、他の無線局はほぼ横ばいとなって

いる。 

２６.１７５ＭＨｚ以下及び２６.１７５ＭＨｚから５０ＭＨｚ以下の周波数帯においては

利用状況に変化がなかった。 

５０ＭＨｚから２２２ＭＨｚ以下の周波数帯は、テレビジョン放送、ＦＭ放送、消防・防災

無線、公共分野の自営通信等に使用されており、１５０ＭＨｚ帯を利用する消防・防災無線が

２６０ＭＨｚ帯に移行していることから、無線局数が減少しているが、他の無線局については、

大きな変化はなかった。 
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２２２ＭＨｚから３３５ＭＨｚ以下の周波数帯は、消防・防災無線等に利用されているが、

１５０ＭＨｚ帯を利用していた消防・防災無線がこの周波数帯に移行してきていることから、

無線局数が増加している。 

３３５ＭＨｚから７７０ＭＨｚ以下の周波数帯は、テレビジョン放送、防災、タクシー無線

等に幅広く利用されている周波数であるが、テレビジョン放送を始めデジタル化が行われてお

り、また、簡易無線の増加に伴い、全体として増加傾向にある。 

この調査結果について評価した結果としては、無線設備のデジタル化については、５０ＭＨ

ｚ帯の簡易無線はデジタル化が行われていないことから、デジタル化・狭帯域化を図ることが

望ましく、４００ＭＨｚ帯のタクシー用無線は平成２８年を、４００ＭＨｚの電気事業用無線

は平成２３年を、アナログ方式の使用期限としていることから、それぞれデジタル化への円滑

な移行を図るものとする。 

周波数の再編については、第一に、地上テレビジョン放送のデジタル化を推進することであ

るが、その他のものとしては、１５０ＭＨｚ帯消防用無線の２６０ＭＨｚ帯への移行期限を平

成２８年までとしているが、移行が数％の状態であり、今後も移行の促進を図るものとする等

の周波数の再編を行うものとする。 

周波数割当ての見直しについては、３５０ＭＨｚマリンホーンは無線局数が減少しており、

２８０ＭＨｚ帯ページャーは、地域によっては０局になっていることから、廃止の方向を含め

て検討することとする。 

 

(6) ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社所属特定無線局の包括免許について 

                （諮問第３１号） 

ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社に対する特定無線局の包括免許につい

て、総務省から次のとおり説明及び質疑応答があり、審議の結果、適当である旨答申した。 

 ア 総務省の説明 

本件は、ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社から申請のあった携帯無線通信用

小電力レピータの包括免許についてである。 

本件は、携帯電話の圏外の解消のために導入するものであり、ＫＤＤＩ株式会社及び沖縄セ

ルラー電話株式会社から、平成２０年１月に電波監理審議会からの答申を受け包括免許が付与

された８００ＭＨｚ帯及び２ＧＨｚ帯で使用する小電力レピータから、小型化を図った２ＧＨ

ｚ帯で使用する小電力レピータについて包括免許の申請があったものである。 

申請内容については、電波法第２７条の４の規定に基づき、周波数の割当てが可能であるこ

と、総務省令で定める特定無線局の開設の根本的基準に合致することについて申請内容を審査

した結果、全ての項目に適合していると認められたため、免許を与えることについて諮問を行
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うものである。 

 イ 主な質疑応答 

  ・ 本件により包括免許を付与する小電力レピータは、現在包括免許を受けているものを小型

化したことにより、別の包括免許が必要になったということか、との質問に対し、現在免許

を受けている小電力レピータは８ ０ ０ ＭＨ ｚ 帯及び２ ＧＨ ｚ 帯で使用する小電力レピータであ

ったが、 本件小電力レピータは、 需要の多い２ ＧＨ ｚ 帯のみで使用し 、 アンテナを一体化したこ

とにより 小型化したものであり 、 使用する周波数が異なることから、 別の包括免許を与えること

と したいものである、 との回答があった。  

 

(5) その他 

日本放送協会平成２０年度収支決算及び業務報告書の概要並びに日本放送協会の共同受信施

設等が不要となる場合の代替手段への移行円滑化助成業務における実施要綱の変更について報

告があった。 

 

（文責：電波監理審議会事務局） 


